共同出願契約〔案〕
　学校法人大阪医科薬科大学（以下「甲」という。）と ○○○○○（以下「乙」という。）とは、○年○月○日付け締結の共同研究契約（研究題目名「○○○○○○○○○」）第○条に基づき、両者の共有となる発明「○○○○○○○○」（以下「本件発明」という。）の取扱いについて、以下の通り契約する。
（持分）
第1条 本件発明について特許を受ける権利及びこれに基づく特許権（以下「本件特許権」という。）は甲乙共有とし、その持分は、甲○ % 乙○ %とする。
（手続）
第2条 本件発明の特許出願手続き及び本件特許権の維持保全のための手続きは、乙が行うものとする。ただし、出願審査の請求を行うとき、拒絶理由通知を受けたとき、拒絶査定を受けたとき、特許無効審判を提起されたときその他両者協議の上手続きをすることが適当と認められる場合については、事前に甲と協議するものとし、甲はこれに協力する。
（費用）
第3条 　前条の各手続きに要する費用（弁理士費用を含む。）及び本件特許権の維持保全に要する費用は、乙の負担とする。
（通知）
第4条 乙は、第２条の各手続きの経過をその都度遅滞なく甲に通知しなければならない。
（甲の実施権及び処分の制限）

第５条　甲は、第三者に対して、本件特許権の持分の全部又は一部を譲渡すること及び本件特許権を実施許諾することはできない。

２．乙は、甲の前項の処分及び実施許諾権の制限に対する補償として、本契約成立時に一時金　　○○円を支払う。
（実施料）

第6条　本件特許権を乙が実施しようとするときは、甲は自己実施しないことから、乙は甲に実施料を支払わなければならない。実施料については、甲、乙協議の上定めるものとする。
２．本件特許権を乙が第三者に実施させた場合の実施料は、甲、乙の持分に応じて配分するものとする。

３．乙は、乙が本件発明の設定登録日より３年以内に実施しないとき又は本条1項に定める実施料が甲の定める期限に支払われないときは、甲が乙以外の第三者に対し、本件発明を実施許諾することに同意するものとする。
（放棄）

第7条 甲又は乙は、自己の権利の持分を放棄するときは、相手方に無償で譲渡するものとする。
（秘密保持）
第８条　甲及び乙は、本件発明に関連して知り得た相手方の技術上及び営業上の秘密を第三者に漏洩してはならない。
２．本件発明の内容については、これが出願公開もしくは登録になった場合又は甲乙協議して合意に至った場合を除き、甲乙ともその秘密を保持するものとし、これを第三者に発表してはならない。
（準用）
第９条　本契約書の各規定は、本件発明に係る特許出願を分割又は変更する場合及び本件発明について外国出願をする場合にも準用する。
（外国出願）
第１０条　甲又は乙が本件発明の外国出願を希望する場合、甲乙協議して外国出願の可否、出願国、手続き等を、特許出願の日から５ヶ月以内に事前に協議し、決定するものとする。
（有効期間）
第１１条　本契約は、○年○月○日から効力を生じ、本件特許権の存続期間満了の日まで有効とする。ただし、本件発明の特許出願について拒絶をすべき旨の査定もしくは審決が確定し又は本件特許権の無効が確定した場合は、当該確定日をもって終了するものとする。
（協議）
第１２条　本契約書に定めのない事項又は本覚書の各条項の解釈に疑義を生じた場合は、甲乙誠意をもって協議解決する。
（裁判管轄）
第１３条　本契約に関する訴えは、大阪地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。
本契約成立の証として本書２通を作成し、甲乙記名捺印の上各１通を保有する。
○○年○○月○○日
（甲）大阪府高槻市大学町２番7号
学校法人　大阪医科薬科大学
理事長　植木　　實　　　　　印
（乙）住所
○○○○○○○○○○○○○
○○○○　○　○　○　○　　印
